
地域経済研究の推進と産官学の連携
一広島大学経済学部附属地域経済研究センターの活動を通して-

戸田　常-　とだつねかず

広島大学経済学部附属地域経済研究センター長

1　はじめに

地域経済研究センターは、平成元年5月に、わ

が国初の文部省令にもとづく地域経済に関する研

究機関として創設されたが、それ以来、早くも9

年半が経過した。現在、今一度、原点に立ち戻っ

てこれまでの活動実績を振り返り、その反省の上

に、将来を展望することが必要な時期を迎えてい

ると考えられる。

そもそも、本センターは、「中国・四国地方を

中心とした地域経済に関する理論的・実証的な調

査・研究を行い、学内及び学外の調査・研究機関

と連携し、地域経済の研究活動を推進すること」

をねらいとして設置された。そして、この9年間

あまり、様々な研究事業活動を精力的に展開して

きた。

本稿では、本センターの活動の概要を紹介する

ことを通じて、地域経済研究の推進における産官

学の連携の意義と役割を論じる。

2　活動の基本方針と活動組織

本センターの活動においてもっとも重要な事柄

は、センターが設立された時に設けられた基本理

念を堅持してきたことである。センターの活動

は、発足以来、「地域は地域で考える」と　r産官

学の連携」という2つの旗印のもとで行われ、そ

れが各方面から高く評価されてきたものと考える

ことができる。

これらの旗印のねらいは、「1992年概要」の巻

頭言において、初代のセンター長である轢本功教

授は、次のようにまとめられている。

「一つの旗印は、『地域は地域で考える』です。

従来、地域の問題についても、とかく東京など中

央の方々にその解決を委ねて参りました。事実、

中央には、問題解決に手慣れた手腕を示す優秀な

学者やシンクタンクが多く、今後とも、これらの

優れた方々からも、有益なご助言を頂かなければ

なりません。けれども地域で発生した問題の本質

と地域の実状について最も熟知しているのは、地

域の人々です。中央の発想とそのスマートな問題

解決の手法に学びながらも、基本的には、地域の

問題は地域で考えるべきであると思います。

「いま一つの旗印は、『産官学の連携』であり

ます。われわれセンターの構成員も鋭意研究に努

力していますが、しかしわれわれの努力だけでは

高が知れていて、十分な成果を挙げることはでき

ません。やはり他の大学やシンクタンクとはもち

ろんのこと、行政機関や産業界とも研究交流をし

て、それぞれの得意分野を生かしながら、地域経

済を考えることが必要であると思います。

そして、われわれ学界にいる研究者にとって、

地域経済が今まさに直面している課題、そしてや

がて直面するであろう課題がなにであるかという

問題意識は、しばしばその渦中にある行政機関や

産業界の方々との研究交流の中で得ることができ

ます。さらに、これらの方々は、社会問題や経済

問題に関する当の担当者だけに、行政的にも組織
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的にも様々な情報を収集する能力と権限を有し、

実に豊富な情報を蓄積させておられます。こうし

た実体的な情報に接するのは、産官学の研究交流

においてであります」(l)

センターの設置された理念は、これら2つの旗

印にまとめられる。前者は地域の自立性や主体性

の確保、そのための地域頭脳の洒蓑の重要性を訴

えており、後者はそのためには、大学の社会貢献

はもとより、産官学の交流と連携が不可欠なこと

を唱え、これらについて既に10年近く前から、地

域の共通理解とコンセンサスを得て、それを地域

経済研究センターの活動を通じて実践してきたこ

とは、全国的にも稀れなことと考える。事実、こ

れら2つの旗印は、地方分権化や広域化による地

域の自立的発展や、大学と産業界の研究交流や連

携による地域経済の活性化などといった、現在の

経済社会における緊急課題に対して他の地域に先

行して取り組んできたことを意味する。

表1には、これまでの地域経済研究センターの

組織の変遷を示す。センターの活動企画は経済学

部より選抜された5名の運営委員による協議で決

定されるが、学外の行政・経済界・シンクタンク

から就任いただいた21名の顧問の方々から適宜助

言をいただいてきた。また、研究事業活動につい

ては、センター長と次長のリードのもとで、数少

ないセンター専任スタッフに対して、大学内外の

多くの研究者により協力、支援いただく形態によ

り推進してきた。中でも、センター開設以来、退

官されるまでの7年間、センター長をお務めいた

だいた轢本功教授の貢献は多大である。

表1　地域経済研究センターの組織変遷

第 1期 第2 期 第3 期 第4 期 第5 期

(H元5.29- H3.3,3日 (H 3.4 .1・H 5.3.3 1) (H 5.4.トH 7.3.3日 (H7.4.ト H9.3.3 1) (H9.4.トH 10 .3.3 1)

セ ン タ ー 長 轢 本　　 功 枠 本　　 功 楔 本　　 功
校 本　　 功

松 水 征 夫
(H8.4.トH9、3.3 1)

戸 田 常 一

センター次長 松 水 征 夫 平 木 秀 作 菅　　 壽 一 阪 口　　 要 渡 辺 展 男

運営委員会委員 5 Fl.∂ 5 5 3

顧　　　　　 問 2 1 2 1 2 1 2 1 2　2

センター専任スタッフ 2 2 1 1 2

学 内 研 究 員 4 3 7 9 9

学外客員研究員 6 1 1 1 4 1 5 1 5
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3　「地域は地域で考える」の実践

地域経済が現実に抱える諸問題を取り上げ、こ

れを互いの研究情報や意見の交換を通じて共に考

える場をつくること、そしてその中での積極的な

提言により、地域経済の発展に貢献することは、

センター設置における最大の目的であった。その

ために、センターでは、文部省の研究経費や受託

調査により独自な調査研究を行ってきたし、さら

には、日本計画行政学会中国支部や中四国商経学

会の事務局を担当して地域の知的ネットワークの

強化に貢献している。しかし、これらにも増して

各方面からご評価頂いているのは、「研究集会」

(11回開催)と「地域経済シンポジウム」(9回開

催)、「地域経済研究会」(大小、適宜開催)など

の研究事業の実施である。研究集会は、毎年2日

間にわたって開催しているセンターの年次大会で

あり、1日目は共通テーマを設定して基調講演と

パネル討論会を行い、2日目は、中国・四国地方

のシンクタンクの研究者による研究報告会を開催

している。また、地域経済シンポジウムでは地域

経済の当面するテーマを扱い、必要に応じて開催

している。さらに、地域経済セミナーは、センタ

ーの社会貢献の一環としての地域の行政・経済界

に対する研修会に相当するものである。

これらの事業活動は、後述の「地域経済研究推

進協議会」との連携のもとで開催され、それらは、

地域の問題を一般への公開のもとで地域の問題を

共に考え、具体的な地域経済の発展策の提言をね

らうものと言える。また、これらの事業活動によ

る成果は、「研究報告書」としてまとめ発行され

ているが、地域の直面する問題を明らかにしてい

ることから、センター紀要である『地域経済研究』

と共に、行政機関や経済団体などにおいて活用さ

れており、地域の経済発展策に関するコンセンサ

スづくりに貢献しているものと考えられる。

4　「産官学の連携」の実践と地域

からの支援

当センターは地域経済に関する研究センターと

して、平成元年にわが国で初めて省令で認められ

たが、それは文部省をはじめとする国の関係機関

においてわれわれの意図を十分理解いただいたか

らであり、併せて地域における県や市の行政機

関、そして産業界の全面的な応援をいただいたか

らと考えている。そして、センターが設立されて

からも、地域の方々から、熱烈なご後援をいただ

いている。

学にとって産・官との連携のための背景とし

て、次の事項が指摘できる。

①　経済のグローバル化に伴う地域経済の諸問題

に対して、行政機関や経済界より、各種審議会

や委員会の場を通じて、大学の研究機関に対し

て、地域研究の専門家としての意見を求められ

ている。また、それに関連した調査研究におい

ても、大学の研究機関に対して理論・実証面か

らみた研究指導が求められている。

(診　行政機関や経済界は、地域の社会問題や経済

問題の担当者だけに現実の問題意識をもち、

様々な情報を収集する能力と権限を有してい

る。

センターが創設された翌年の平成2年3月に、

中国経済連合会の呼びかけにより、地元広島の県

や市、それに産業界の方々が会員になって、本セ

ンターを後援する「地域経済研究推進協議会」(会

長:林憲弘・中国経済連合会専務理事)がつくら

れた。現在、48団体(機関会員4、団体会員6、

法人会員38)から構成されて会費制により運営さ

れ、事務局は中国経済連合会に設けられている。

センターでは、この協議会との連携のもとで、研

究集会やシンポジウムなどの各種事業を開催し、

産官学が相集まって研究討論を重ねる場を提供し

てきた。
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特に、毎年開催する研究集会の2日目に中国・

四国地方における主要な民間シンクタンクによる

研究報告会を行っているが、この中では、座長や

各報告に対する討論者にはセンターの研究員・客

員研究員が務めている。これは、地域経済に関し

て中国・四国地方の大学やシンクタンクが一堂に

会する機会をつくってきたことを意味し、地域経

済研究機関のネットワークづくりを大きく促進し

たと言える。事実、このつながりは、民間シンク

タンクにおける独自的な協議会の形成にも貢献し

たものと評価されている。

さらに、センターでは、前述のように大学の地

域貢献の一環として、地域経済及び地域の企業経

営の現状と課題、今後のあり方を深めるための「地

域経済セミナー」を実施してきた。これらのセミ

ナーは、地域の行政機関の実務家や企業人に大変

好評を博し、さらには当地域の企業経営の高度化

に貢献してきたものと考えられる。

産官学の交流と連携をねらいとして、本センタ

ーでは、以上のように様々な事業活動を行ってき

たが、平成8年度より、インターネットのホーム

ページを立ち上げ、これらの活動内容や研究成果

を、広く公開する努力を続けている。現在、セン

ターのホームページにおいては、センターの概要

と研究活動を紹介しているが、さらに、産官学の

各方面における地域経済に関わるホームページと

のリンク集を構築中である。これは、本センター

が地域経済研究に関する種々の情報提供のための

地域拠点の役割を果たすことを考えたものであ

り、今後の産官学の連携にあたっては、高度情報

化の流れのもとで地域経済情報や地域経済研究情

報の公開を一層進めることが不可欠と考えてい

る。

(注)次のホームページのアドレスにアクセスして下さい。

http:〟もweco.hirodlil7mac.j〆adhenterJcenterl.html
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5　センターの研究事業活動と主
な成果

(1)研究集会・シンポジウム・研究会を通じて

(D　研究集会:毎年2日間にわたって開催してい

る。1日目は共通テーマを設定して基調講演と

パネル討論会を行い、2日目は中国・四国地域

のシンクタンクの研究者による研究報告会を開

催している。

②　地域経済シンポジウム:地域経済の当面する

問題に関するテーマを扱い、必要に応じて開催

している。

(診　地域経済研究会:特定のテーマを掘り下げた

研究会。

以上の研究事業の活動を通して、高速交通体系

の整備や地方中枢拠点都市の形成などに関する中

国・四国地方の現状と課題を明らかにし、当地城

の発展のための産業政策、地域政策に関してつぎ

のような実績を示した。

(a)地方中枢都市としての「札仙広福」(札幌・

仙台・広島・福岡)の連携の必要性を提言し、

実践した。

(b)中国地方と四国地方の連携の必要性を訴え、

「環三海二山ルート」構想を提案した。これは、

今年の3月に策定された新たな国土計画におけ

る当地域からの提言につながり、地域連携軸構

想を先取った内容と言える。

(C)瀬戸内海の持続的発展のために、本四3橋時

代における瀬戸内海の再評価を訴え、地域開発

と環境保全の調和策を研究した。その一環とし

て、広島湾の再整備を含む「安芸防予Qルート

構想」を提言した。

(d)地域経済に関して中国・四国地方の大学やシ

ンクタンクが一堂に会する機会をつくり、地域

経済研究機関のネットワークづくりを促進し

た。このつながりは、民間シンクタンクにおけ

る独自的な協議会形成にも貢献している。
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(2)地域経済セミナーを通じて

地域経済及び地域の企業経営の現状と課題、今

後のあり方についての理解を深めるためのセミナ

ーを実施している。地域経済の現状と課題につい

ての理解を深めるとともに、地域経済分析手法の

習得をねらいとするセミナーは、地域の行政機関

の実務家や企業人に対して、また、企業の経営管

理、財務管理、管理会計及び経営戦略に関するセ

ミナーは、当地域の企業経営の高度化に貢献する

ことをねらったものである。

(3)センター独自の調査研究を通じて

本センターでは、①文部省科学研究費補助金に

よる研究、②文部省創造開発研究経費による研

究、③受託調査経費による研究などを独自に進め

てきた。これらの研究においては、中国・四国地

方における高速交通体系・流通拠点の整備や産業

構造の変化が、地域経済を活性化させる一方で、

多大の環境負荷をもたらしていることから、各種

研究助成金を用いて、全体テーマとして、「経済

開発と環境保全の調和をめざした地域開発のあり

方」を検討してきたと言える。こうした研究成果

は地域経済発展のための施策に活用されることを

ねらいとしたものである。

(4)センター紀要および研究報告書の刊行を通じ

て

本センターにおいては、(》センター紀要『地域

経済研究』や、②研究報告書の刊行などにより、

センターが主催した研究集会、シンポジウム、セ

ミナーなどの活動をまとめ、刊行している。

センター紀要『地域経済研究』には、地域経済

に関する理論的・実証的な研究成果が発表されて

おり、これらの研究成果は地域経済の発展に資す

るものである。また、研究集会・シンポジウム・

セミナー・研究会の成果をまとめた研究報告書

は、当地域の直面する問題を明らかにすることに

努め、先の地域経済研究推進協議会との共同によ

り刊行してきた。これらは、行政機関や経済団体

などにおいての当地域の経済発展策に関するコン

センサスづくりに貢献しているものと考えられ

る。

なお、表2に「センターの年度別の活動一覧」

を示し、表3に「センターの設置目的と活動成果

の対応」を示す。

また、本センターは、中四国商経学会、日本計

画行政学会中国支部という2つの学会の事務局も

担当し、研究ネットワークの形成に対しても貢献

してきた。

6　おわりに

本センターは、中国・四国地方をはじめとする

地域経済のさまざまな課題を理論的・実証的に研

究し、地域経済の発展に資することをねらいとし

て設立され、9年半にわたって、(》国土政策と地

域経済、②地方中枢都市の役割と課題、③地域経

済の情報ネットワーク、④地域の企業経営に関す

る研究、⑤経済の国際化と地域経済及び地域経済

分析に通じた人材の育成に関連した活動を進めて

きた。地域経済研究事業の展開において、今後と

も産官学の連携はますます重要になると考えられ

る。

現在、地域企業のグローバル的展開のもとで地

域産業の空洞化と雇用不安の拡大が進行し、新た

な産業育成が強く求められている。また、これま

での過度な地域開発は自然・生物環境に対して大

きな歪みをもたらし、さらには高齢化社会の到来

と地方財政の逼迫のもとで、地域の持続的発展に

は大きな危機感が抱かれている。これらの課題を

研究するためには、高度な地域経済研究を自ら推

進することがもっとも重要であるが、併せて、現

実の地域経済動向を踏まえた実践的な研究を進め

るた鋸こは、産・官との共同研究の企画・実行が

求められる。
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表2　センターの年度別の活動一覧

研究集会 域 馳 ンポカ ム 軸 拒済セミナー 地 掟済研究会 剛 鵬 貞淑 研究研 受託研究 センター鋸! 研究報告書の†桁 その他

平
或

フて
年
度

第 1回研究 集会

「2 1世紀の地域経済」
第1回研究会
「中枢性の計則

広島県の
委託調査
「本州・四国
連銭機経済
影響調到

第 1号

の刊行

平
成

2
第2回研究 集会 第1回シンポジウム 第1回セミナー 第2 号 第1回

年
度

「産業政策と雌 剤 「瑚 整備と地相 」 「地域経済分析」 の刊行 研究集会報告書

芸

3
年
度

第3回研 究 集会

禰市つくり出蛇経済」

第2回シンポジウム

「札仙広橋一地方ヰ稲

都市凋 胡 l」

第2回セミナー
「経営戦略と

経営管理」

姦 事

体 四
系 l玉l

て

　　」

第3 号
の刊行

第2回
研怨 会報告書

第個
シンポジウム報告事

第2回
シンポジウム報告書

ち

タ
l

横
芝
の
発
行

平
成
4
年
度

第4回研 究 集会

「中国・四貰地域の連携

ーバージョント 」

第3回シンポジウム

「札仙広橋:バージ]ン2」

第3回セミナー
「企業経宮戦略

と国際化j

第4 号

の刊行

第3回

研究集会報告t

第2回戦投溺
セミナー湘岨

第3回
シンポジウム報告書

平
成
5 第5回研 究 集会

第4回シンポジウム 第2回研究会 第 5号

第4回
研究集会鞍告書

第3回地域経済

年
度

「札Ⅱ広苗:バージョン3」 「五全総と

国土政策の展開」

「空濯問題と

地域開発」
の刊行 セミナーヨ幌母

第2回鵬
研究会報告l

平
成
6

第6回研 究集 会

「瀬戸内地域の
第5回シンポジウム

「瀬戸内交競丑の
第6 号

の刊行

第4回
シンポジウム抒告暮

第5回

写

タ
l
職

年
度

将来発展と課毘」 形成と地域振則 研和睦報告書 三三
の
発
音〒

平
成
7

第7回研 究集 会

「中四・四国地域の連携

」トジョン2-」

第6回シンポジウム

「瀬戸内海の利用と

海上交通」 第3回研究会
第7 号

第5回

シンポジウム報告書
那 回

年
度

第8回研究 集 会

r広島は何をなすべき別

第7回ソンポジウム

「地域開発戦時と

民間経済交流」

「2 1世尼の地域

開発と産業振興
の刊行 シンポジウム報告書

第錮

研究l会報告書

平
成

8
第9回研究 集会 第8回シンポジウム 第4回セミナー

「世界朗鎖性
海域におけ
る産業開発

第8 号

の刊行

第7回

シンポジウム稗告l

第7回

ホ イ
夫 子

」禿

年
度

r地方の歴史・文化と観光」 「大学の社会貢献」 「経営戦略と

情報化」
と環境保全

の獅 」

研究集会報告書

第8同
研究集会報告書

尋 F

吉

平
成
9

第 10回研 究集会

「変貌するグローノUレ経済

第5回セミナー
「2 1世紀に

向けての
第9 号

ノl

第4回
セミナー封は

那 国

セ
ン
タ
I
慨

年
度

と地域の持氏的党風 地域政策の
課題と展望」

の刊打 ソンポソウム恕 暮

第9回
研究集会樵宝暮

芦
の
発
行

平
成

第1 1回研 究集会

「相 ・四国地方の発展と

第9回シンポジウム

「中山間地域振興の

「大字咄会責鮒こ
関する実機

ー棚 淵究根 第10号

桁日セミトヨ蝿
(抑 )

約回シンポジウム報告書
10
年
度

地敬蝿-この10年間の

回顧と今後の展望-j

課題と今後の方向」 開鵬 的役苫陣
中[止して-」
(実施中)

の刊 行
(予定)

(践刺

第10巨研究集会報告I

(靭帥)
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表3　センターの設置目的と活動成果の対応

研 究 集 会 地域経済シンポジウム 地域 経 済 セミナー そ の 他

地

第1回
「21世紀の地域経済」
第2回

第1回 第5回 文部省科学研究費
「中国地方の現状と課題」 「2 1世紀に向けての 「中国・四国経済活性化の

「産業政策と地域経済」
第3回

第2回
「札仙広福一地方中枢

地域政策の課題と展望」 課題と展望

ー交通体系・流通拠点の
域 「都市づくりと地域経済」 都市の役割と課題」 整備をふまえて- 」

第4回 第3回 ・
文部省創造開発研究経費
「世界閉鎖性海域における

清
の

神国・四国鵬 の連携:バージョンり
第5回

「札仙広福:バージョン2」
第4【司

発 「札仙広福:バージョン3」 「五全総と
国土政策の展開」

産業開発と環境保全の調和」

受託研究(広島県)
「本州・四国連結橋

第6回
策
の
研

「瀬戸内海地域の将来発展と課題」
第7回

第5回
「瀬戸内交流圏の形成と

「中国・四国地域の連携:バージョン2」 地域振興」
第6回
「瀬戸内海の利用と

海上交通」

経済影響調査」

究 第8回
「広島は何をなすべきか」
第9回

文部省科学研究費(実施中)
「大学の社会貢献に

「地方の歴史・文化と観光」
第10回

第7回
「大字の社会貢献」

関する実態調査

一地域経済研究機関の
「変貌するグローバル経済と地域の服的晃毘」
第11回
「中国・四匡地方の発展と地現況

ーこの10年間の回顧と今後の展望一」

第9回
「中山間地域振興の課題

と今後の方向」

社会的役割を中心として- 」

地
域
経
済
情
報
の
提
供

第4回
「経営戦略と情報化」

地域経済研究センター
のインターネットのホー
ムページの立ち上げ

北海道新聞(札幌)、河北
新報(仙台)、中国新聞(広
島)及び西日本新聞(福岡)
の地域経済情報に関す
る新聞切り抜きを光ディ
スクに蓄積して、データ
ベースの構築

地
域 研究報告会において地域 第7回 地域経済研究センター紀要
経 経済に関する民間のシク 「地域開発戦略と 「地域経済研究」の刊行

研究集会、地域経済シンポ

済
賢

タンクの各種調査・研報
告をめぐって、大学・行橙

民間経済交流の意義 」
(上海国際シンポジウム)

機
関
の
奇

ト

関及び民間のシンクタク
が議論する場を提供し各
機関の意見・情報交換を
活発化させ、地域経済研

ジウム及び地域経済セミナ

ーの報告書の刊行

地域経済研究推進協議会
ワ
l
ク
.:づ
く
り

究機関のネットワーク作り
を促進している。

の設立

人
材
の
育
成

第1回
「地域経済分析」

第2回
「経営戦略と経営管理」

第3回
「企業経営戦略と国際化」

社会科学研究科経済学
専攻及び国際協力研究
科開発科学専攻の大学
院生の指導

4タ
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